
平成１６年度バランスシート及び行政コスト計算書の概要 
 
１ バランスシートと行政コスト計算書とは 
 これまで、自治体の会計は単年度主義とされ、決算は単に１年間の歳入と歳出がどれ

だけあったかを示すものでしかありませんでした。しかし、近年、住民の行政への関心

が急速に高まっており、これに対して説明責任を果たすため、各自治体は財政状況の開

示をこれまでよりもっとわかりやすい形で行うべきであると考えられるようになりまし

た。そこで、民間企業の会計手法を取り入れ、これまでの自治体の会計では存在しなか

った「ストック（資産）」と「フロー（現金の流れ）」の概念に基づき、「バランスシート」

と「行政コスト計算書」が作られるようになりました。 
 「バランスシート」は、自治体の持っている資産や負債の額を示すことにより、どの

ような資金がどのような目的の資産を取得するために使われ、それがどのような形の資

産として手元に残っているかがわかります。また、「行政コスト計算書」では、バランス

シートで示されている資産の取得以外に自治体が行っている様々な行政サービスにどれ

だけの費用がかかっているかがわかります。 
 相生市では平成１３年度決算からバランスシートを、また、平成１４年度から行政コ

スト計算書を作成しています。 
 
２ バランスシート 
 平成１６年度のバランスシートを作成した結果、平成１７年３月３１日現在の「資産」

は６３１億２，８５６万６千円、「負債」は２０３億２９万３千円、「正味資産」は 
４２８億２，８２７万３千円となっています。 
 前年度と比較すると、下記の表のとおり全ての項目で減少しています。「資産」の減少

は、昨今の厳しい財政状況のもと、歳出の見直し、抑制に努めた結果、道路や施設の整

備などの新たな資産の取得が減少したことによるものです。また、「負債」も減少してい

ますが、これは職員数の減少に伴い、退職給与引当金の額が減少したことによるもので、

逆に翌年度償還予定分を除いた地方債残高は増加しています。これが増加するというこ

とは、将来の世代に大きな負担を残すことになり、財政運営の硬直化を招くことになり

ます。このことから、地方債の新規発行を抑え、残高を減少させていくことが、今後の

財政運営における課題となります。 
（単位：千円、％） 

 平成１５年度 平成１６年度 増減率 増 減 額 
資   産 ６３，８４６，１９１ ６３，１２８，５６６ △１．１ △７１７，６２５ 
負   債 ２０，３３２，４６９ ２０，３００，２９３ △０．２ △３２，１７６ 
正 味 資 産 ４３，５１３，７２２ ４２，８２８，２７３ △１．６ △６８５，４４９ 
 



また、相生市がバランスシートの作成を開始した平成１３年度から４年間の推移は次

のグラフのとおりとなっています。 
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グラフを見ると、この４年間で初めて３項目全てにおいて減少に転じていることがわ

かります。平成１８年度から「行財政健全化計画」に基づき、歳出の更なる抑制に取り

組むこととしており、将来的には、この減少傾向がさらに強まると予測しています。 
 
３ 行政コスト計算書 
 平成１６年度の行政コスト計算書を作成した結果、コスト総額は１３０億９９９万 
６千円で前年度に比べ１億４，８２８万４千円、１．２％の増となりました。 
                               （単位：千円、％） 
 平成１５年度 平成１６年度 構成比 増減率 
人 にか か る コ ス ト ２，９８１，９０７ ２，９２３，７５５ ２２．５ △２．０ 
物 にか か る コ ス ト ３，８６９，２３８ ３，８３９，０４２ ２９．５ △０．８ 
移転支出的なコスト ５，４９６，６４５ ５，６０１，１３２ ４３．０ １．９ 
そ の 他 の コ ス ト ５１３，９２２ ６４６，０６７  ５．０ ２５．７ 
行政コスト計 （ａ） １２，８６１，７１２ １３，００９，９９６ １００．０ １．２ 
収    入 （ｂ） １２，１４３，６４６ １２，５０２，０５１  ３．０ 
差 引（ｂ）－（ａ） △７１８，０６６ △５０７，９４５  ― 

 
 上記の表により、コストの種類ごとの増減を見ると、「移転支出的なコスト」の増加が

目立っています。これは、国道２号用地買収受託事業費が大きく増加したことと、福祉

サービス等に充てられる扶助費が増加したことなどによるものです。扶助費は義務的経

費ですので、市が任意に削減することはできません。それだけに、将来的に財政硬直化

の一因となる可能性が高い経費であるといえます。また、「その他のコスト」も大きく増



加していますが、これは、平成１６年に発生した一連の台風災害による災害復旧費の増

によるものです。 
 また、収入総額は１２５億２０５万１千円で前年度に比べ３億５，８４０万５千円、

３．０％の増となっています。主な要因は、国道２号用地買収受託事業にかかる国から

の委託金が増加したことと、市有土地の売払収入などの臨時的な収入の増加によるもの

です。これらはあくまで一時的に増加した収入であるため、次年度においては大きく減

少する可能性もあり、単に収入が増えたといっても安心はできません。 
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上のグラフは、行政コスト計算書の作成をはじめた平成１４年度からの推移を表した

ものです。平成１６年度のコスト総額と収入額の差引は、５億７９４万５千円の赤字（通

常の公会計決算においては３億３，１６６万６千円の黒字です。）となり、２年連続での

赤字となりました。前年度と比べ、収入は増加しているにもかかわらず、赤字が続いて

いる要因としては、先に述べたとおり、扶助費や災害復旧費の増加が大きく影響してい

ると考えられますが、義務的経費については、任意に減少させることが非常に難しいた

め、これ以外の経費を歳入の額に見合う水準にしていくしかありません。今後、歳出削

減と財源確保の取組みを今まで以上に推し進めるのはもちろんですが、義務的経費のさ

らなる増加が見込まれるなかで、限られた財源をいかに効率よく配分し、行政サービス

のレベルを維持するかが重要であると考えられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 



４ バランスシートと行政コスト計算書を用いた財務分析 
 

（１） 社会資本形成の世代間負担比率 
資産形成が後年度にどれだけの負債を残しているのかをみることで、世代間の負

担割合がわかります。将来の世代の負担が少ないほど、財政の健全性は高いといえ

ます。しかし、有形固定資産は長期にわたって使用が見込まれるものであるため、

世代間の負担公平という観点でみると、将来の世代の負担がある程度必要であると

考えることもできます。 
                            （単位：千円） 

 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 
有形固定資産残高（ａ） ５７，１７８，４０６ ５７，３９４，２５４ ５７，０９５，３４７ 

正味資産合計（ｂ） ４４，４５３，４６２ ４３，５１３，７２２ ４２，８２８，２７３ 

（ｂ）／（ａ） ７７．７％ ７５．８％ ７５．０％ 

負債合計（ｃ） １９，８０２，１２３ ２０，３３２，４６９ ２０，３００，２９３ 

（ｃ）／（ａ） ３４．６％ ３５．４％ ３５．６％ 
  
  上の表を見ると、「正味資産」の比率が減少し、「負債」の比率が増加しているこ

とがわかります。平成１５年度に比べると、将来の世代の負担が増加しているとい

うことになりますが、負債の金額そのものは減少に転じており、今後、地方債の償

還がピークを迎えることから、さらに減少傾向が続くと考えられます。 
 
 
（２）決算額対資産比率 

 資産合計を歳入合計で除すことで、これまで行ってきた資産形成に何年分の歳入

が充当されたかを示す指標です。これにより、これまで社会資本整備などの資産形

成に重点をおいてきたのか、資産形成を伴わない費用的な支出に重点をおいてきた

のかがわかります。この比率が高いほど社会資本整備が進んでいるといえます。 
 また、正味資産合計を歳入合計で除すことにより、これまでの世代の負担が歳入

の何年分に相当するのかを示しています。 
（単位：千円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 
歳入合計（ａ） １６，０６９，１７２ １５，４１８，３８３ １５，１０２，６７１ 

資産合計（ｂ） ６４，２５５，５８５ ６３，８４６，１９１ ６３，１２８，５６６ 

（ｂ）／（ａ） ４．００年 ４．１４年 ４．１８年 
正味資産合計（ｃ） ４４，４５３，４６２ ４３，５１３，７２２ ４２，８２８，２７３ 

（ｃ）／（ａ） ２．７７年 ２．８２年 ２．８４年 



    前ページの表を見ると、「対資産」、「対正味資産」ともに年数が増加しており、

比率だけを見れば着実に資産形成が行われてきたといえます。しかし、金額でみ

ると全ての項目で減少しています。これは、資産の減価償却を上回る歳入の減少

があったと考えられます。つまり、歳入の減少に比べ、投資的経費の抑制がそれ

ほど進んでいないことを示していると考えられるのです。 
 
 
  （３）有形固定資産の行政目的別割合 
    これまでの資産形成が、行政のどの分野に重点を置いて行われてきたかを示す

割合です。有形固定資産のうち、分野ごとの構成比をみることで資産形成の比重

を把握することができます。 

消防費
0.6%

労働費
0.1%

その他
0.8%

土木費
67.5%

教育費
17.0%

衛生費
6.5%

総務費
2.6%

農林水産業費
2.4%

民生費
1.6%

商工費
0.9%

 

    上のグラフを見ると、土木費の割合が飛び抜けて高いことがわかります。道路

橋りょう整備や区画整理事業などの都市基盤や生活環境の整備を最優先してきた

ことによるものです。次いで、教育費や衛生費の順に高くなっており、学校施設

や社会教育施設、廃棄物の処理施設など、必要不可欠な資産の占める割合が多く

なっていることがわかります。しかし、有形固定資産の割合が低い項目について、

必ずしも行政サービスの度合が低いわけではありません。あくまで資産形成に着

目した指標であることに注意が必要です。 
    また、次ページの表は、前年度との比較をしたものです。総務費は市民会館の

改修など、また、農林水産業費はふるさと交流館の整備など、さらに、消防費は

消防団の車庫やポンプ車の整備などで増加しています。土木費についても増加し

ていますが、増加の幅は以前に比べ少なくなっています。これ以外の項目につい

ては減少しており、投資的経費の抑制により、新たな資産の取得を減価償却が上

回っていることがわかります。 



（単位：千円、％） 

 
 
  （４）目的別行政コストの経年比較 
    行政コスト計算書で示されたコストを行政目的別に分類し、経年比較すること

により、どの分野のサービスに対するコストの額がどのように変化しているかが

わかります。 
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 平成１５年度 平成１６年度 構成比 前年度比 
総 務 費 １，４９６，６３８ １，５０５，４３３ ２．６ ０．６ 
民 生 費 ９５７，０５６ ９１４，５９７ １．６ △４．４ 
衛 生 費 ３，９８９，９２５ ３，７３１，８６６ ６．５ △６．５ 
労 働 費 ６２，２３０ ５３，１３２ ０．１ △１４．６ 
農林水産業費 １，３６７，４６７ １，３９１，９２４ ２．４ １．８ 
商 工 費 ５１９，０７３ ４８５，６３３ ０．９ △６．４ 
土 木 費 ３８，３５７，１１６ ３８，５１３，６５１ ６７．５ ０．４ 
消 防 費 ３１４，３６９ ３３３，８９１ ０．６ ６．２ 
教 育 費 ９，８７９，９６８ ９，７１９，２３８ １７．０ △１．６ 
そ の 他 ４５０，４１２ ４４５，９８２ ０．８ △１．０ 
有形固定資産計 ５７，３９４，２５４ ５７，０９５，３４７ １００．０ △０．５ 



    前ページのグラフを見ると、民生費が増加していることがわかります。老人福

祉や障害者福祉などにかかる扶助費の増加を反映しています。その他の項目の増

加要因は、一連の台風災害に伴う災害復旧経費が一時的に増加したことによるも

のです。このような特殊要因を除けば、民生費以外は全て減少傾向にあるといえ

ますが、今後も扶助費の増大が予想されており、財源の効率的な配分が求められ

ます。 

 

 

  （５）行政コスト対有形固定資産比率 

    バランスシートで示した有形固定資産の額に対してどれだけの行政コストがか

かっているかを示す比率です。これにより、保有する施設や設備などの有形固定

資産を活用するためにどれだけのコストがかけられているかがわかります。 

（単位：千円、％） 

 総務費 民生費 衛生費 農林水産業費  土木費 教育費 

人にかかるコスト    

（ａ） 
873,575 255,803 401,355 75,276 161,287 553,229 

物にかかるコスト   

（ｂ） 
347,607 222,587 796,842 171,594 1,336,506 779,925 

有形固定資産の額

（ｃ） 
1,505,433 914,597 3,731,866 1,391,924 38,513,651 9,719,238 

（ａ）／（ｃ） 58.0 28.0 10.8 5.4 0.4 5.7 

（ｂ）／（ｃ） 23.1 24.3 21.4 12.3 3.5 8.0 

 

    人にかかるコストに対する割合では、総務費が飛び抜けて高くなっており、次

いで民生費の順となっています。これは、総務費や民生費が資産形成よりも行政

サービスに重点をおいた分野であるためです。逆に土木費は極端に低くなってい

ます。これは、土木費にかかる労働力に対し、有形固定資産は道路や公園など非

常に多くのものが存在することによるものです。 

    物にかかるコストについても同様の傾向が見られますが、衛生費については、

人にかかるコストに比べ、多くのコストがかかっていることがわかります。これ

は、廃棄物処理施設の専門性により、管理委託等が多額となっていること、また、

施設の老朽化が進み、維持経費が増加してきていることが原因と考えられます。 


